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   高山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（高山市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 高山市職員の給与に関する条例（昭和３６年高山市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

（期末手当） （期末手当） 

第２４条 期末手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条から第２４条の３まで及び附

則第２６項第３号においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

して、それぞれ基準日の属する月の市の規則

で定める日（次条及び第２４条の３第１項に

おいてこれらの日を「支給日」という。）に支

給する。これらの基準日前１か月以内に退職

し、若しくは法第１６条第１号に該当して法

第２８条第４項の規定により失職し、又は死

亡した職員（第３０条第６項の規定の適用を

受ける職員及び市の規則で定める職員を除

く。）についても、同様とする。 

第２４条 期末手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条から第２４条の３まで及び附

則第２６項第３号においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

して、それぞれ基準日の属する月の市の規則

で定める日（次条及び第２４条の３第１項に

おいてこれらの日を「支給日」という。）に支

給する。これらの基準日前１か月以内に退職

し、又は死亡した職員（第３０条第６項の規定

の適用を受ける職員及び市の規則で定める職

員を除く。）についても、同様とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその

基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死

亡した職員にあつては、退職し、若しくは失職

し、又は死亡した日現在。附則第２６項第３号

において同じ。）において職員が受けるべき給

料（育児短時間勤務職員等にあつては、給料の

月額を算出率で除して得た額）及び扶養手当

の月額の合計額とする。 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその

基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあつ

ては、退職し、又は死亡した日現在。附則第２

６項第３号において同じ。）において職員が受

けるべき給料（育児短時間勤務職員等にあつ

ては、給料の月額を算出率で除して得た額）及

び扶養手当の月額の合計額とする。 

５ （略） ５ （略） 

  

第２４条の２ 次の各号のいずれかに該当する

者には、前条第１項の規定にかかわらず、当該

各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げ

第２４条の２ 次の各号のいずれかに該当する

者には、前条第１項の規定にかかわらず、当該

各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げ



る者にあつては、その支給を一時差し止めた

期末手当)は、支給しない。 

る者にあつては、その支給を一時差し止めた

期末手当)は、支給しない。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 基準日から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に法第２８条第４項の規定

により失職した職員（法第１６条第１号に

該当して失職した職員を除く。） 

⑵ 基準日から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に法第２８条第４項の規定

により失職した職員 

⑶ 基準日前１か月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員（前２号に掲げる者を除く。)

で、その離職した日から当該支給日の前日

までの間に禁錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

⑶ 基準日前１か月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員（前２号に掲げる者を除く。)

で、その離職した日から当該支給日の前日

までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

⑷ 次条第１項の規定により期末手当の支給

を一時差し止める処分を受けた者(当該処

分を取り消された者を除く。)で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁

錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

⑷ 次条第１項の規定により期末手当の支給

を一時差し止める処分を受けた者(当該処

分を取り消された者を除く。)で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁

錮以上の刑に処せられたもの 

  

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２６条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条及び附則第２６項第４号にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれ

ぞれ在職する職員に対し、その者の基準日以

前における直近の人事評価の結果及び基準日

以前６か月以内の期間における勤務の状況に

応じて、それぞれ基準日の属する月の市の規

則で定める日に支給する。これらの基準日前

１か月以内に退職し、若しくは法第１６条第

１号に該当して法第２８条第４項の規定によ

り失職し、又は死亡した職員（市の規則で定め

る職員を除く。）についても、同様とする。 

第２６条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条及び附則第２６項第４号にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれ

ぞれ在職する職員に対し、その者の基準日以

前における直近の人事評価の結果及び基準日

以前６か月以内の期間における勤務の状況に

応じて、それぞれ基準日の属する月の市の規

則で定める日に支給する。これらの基準日前

１か月以内に退職し、又は死亡した職員（市の

規則で定める職員を除く。）についても、同様

とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権

者が市の規則で定める基準に従つて定める割

合を乗じて得た額とする。この場合において、

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権

者が市の規則で定める基準に従つて定める割

合を乗じて得た額とする。この場合において、



任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者

に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごと

の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超

えてはならない。 

任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者

に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごと

の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超

えてはならない。 

⑴ 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 

 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員が

それぞれその基準日現在（退職し、若しくは

失職し、又は死亡した職員にあつては、退職

し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。

次項及び附則第２６項第４号において同

じ。）において受けるべき扶養手当の月額を

加算した額に１００分の９２．５（管理職職

員にあつては、１００分の１１２．５）を乗

じて得た額の総額 

⑴ 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 

 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員が

それぞれその基準日現在（退職し、又は死

亡した職員にあつては、退職し、又は死亡

した日現在。次項及び附則第２６項第４号

において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額を加算した額に１００分の９

２．５（管理職職員にあつては、１００分

の１１２．５）を乗じて得た額の総額 

⑵ （略） ⑵ （略） 

３～５ （略） ３～５ （略） 

  

 （休職者の給与）  （休職者の給与） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 法第２８条第２項の規定により休職にされ

た職員には、法律又は条例に別段の定めがな

い限り、前４項に定める給与を除くほか、他の

いかなる給与も支給しない。 

５ 法第２８条第２項の規定により休職にされ

た職員には、法律又は条例に別段の定めがな

い限り、前各項に定める給与を除くほか、他の

いかなる給与も支給しない。 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、当該

各項に規定する期間内で第２４条第１項に規

定する基準日前１か月以内に退職し、若しく

は法第１６条第１号に該当して法第２８条第

４項の規定により失職し、又は死亡したとき

は、同項の規定により市の規則で定める日に、

当該各項の例による額の期末手当を支給する

ことができる。ただし、市の規則で定める職員

については、この限りでない。 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、これ

らの規定に規定する期間内で第２４条第１項

に規定する基準日前１か月以内に退職し、又

は死亡したときは、同項の規定により市の規

則で定める日に、それぞれ第２項又は第３項

の規定の例による額の期末手当を支給するこ

とができる。ただし、市の規則で定める職員に

ついては、この限りでない。 

７ （略） ７ （略） 



（高山市職員の旅費に関する条例の一部改正） 

第２条 高山市職員の旅費に関する条例（昭和３７年高山市条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （旅費の支給）  （旅費の支給） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 職員又はその遺族が次の各号の一に該当す

る場合には、当該各号に掲げる者に対し、旅費

を支給する 

２ 職員又はその遺族が次の各号のいずれかに

該当する場合には、当該各号に掲げる者に対

し、旅費を支給する 

 ⑴～⑸ （略）  ⑴～⑸ （略） 

３ 職員が前項第１号又は第４号の規定に該当

する場合において、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第１６条第２号から第５号

まで若しくは第２９条第１項各号に掲げる理

由又はこれらに準ずる理由により退職等とな

つた場合には、前項の規定にかかわらず、同項

の規定による旅費は支給しない。 

３ 職員が前項第１号又は第４号の規定に該当

する場合において、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第１６条各号若しくは第２

９条第１項各号に掲げる理由又はこれらに準

ずる理由により退職等となつたときは、前項

の規定にかかわらず、同項の規定による旅費

は支給しない。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

６ 第１項、第２項、第４項及び前項の規定によ

り旅費の支給を受けることができる者（その

者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受

けることができる場合には、当該扶養親族を

含む。以下本条において同じ。）が、その出発

前に第４条第３項の規定により出張命令又は

出張依頼（以下「出張命令等」という。）を変

更（取消を含む。以下同じ。）され、又は死亡

した場合において、当該旅行のため既に支出

した金額があるときは、当該金額のうちその

者の損失となつた金額で市規則で定めるもの

を旅費として支給することができる。 

６ 第１項、第２項、第４項及び前項の規定によ

り旅費の支給を受けることができる者（その

者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受

けることができる場合には、当該扶養親族を

含む。）が、その出発前に次条第３項の規定に

より出張命令又は出張依頼（以下「出張命令

等」という。）を変更（取消を含む。以下同じ。）

され、又は死亡した場合において、当該旅行の

ため既に支出した金額があるときは、当該金

額のうちその者の損失となつた金額で市規則

で定めるものを旅費として支給することがで

きる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定に

より旅費の支給を受けることができる者が、

旅行中交通機関の事故又は天災その他市長が

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定に

より旅費の支給を受けることができる者（そ

の者の扶養親族の旅行について旅費の支給を



定める実情により概算払を受けた旅費額（概

算払を受けなかつた場合には、概算払を受け

ることができた旅費額に相当する金額）の全

部又は一部を失つた場合には、その失つた旅

費額の範囲内で市規則で定める金額を旅費と

して支給することができる。 

受けることができる場合には、当該扶養親族

を含む。）が、旅行中交通機関の事故又は天災

その他市長が定める実情により概算払を受け

た旅費額（概算払を受けなかつた場合には、概

算払を受けることができた旅費額に相当する

金額）の全部又は一部を失つた場合には、その

失つた旅費額の範囲内で市規則で定める金額

を旅費として支給することができる。 
  

（高山市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第３条 高山市職員の退職手当に関する条例（昭和３６年高山市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当

の支給制限） 

 （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当

の支給制限） 

第１３条 退職をした者が次の各号のいずれか

に該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者（当該退職をし

た者が死亡したときは、当該退職に係る一般

の退職手当等の額及び特別職の退職手当の額

の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当

該退職をした者が占めていた職の職務及び責

任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職

をした者が行つた非違の内容及び程度、当該

非違に至つた経緯、当該非違後における当該

退職をした者の言動、当該非違が公務の遂行

に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に

対する信頼に及ぼす影響を勘案して、当該一

般の退職手当等及び特別職の退職手当の全部

又は一部を支給しないこととする処分を行う

ことができる。 

第１３条 退職をした者が次の各号のいずれか

に該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者（当該退職をし

た者が死亡したときは、当該退職に係る一般

の退職手当等の額及び特別職の退職手当の額

の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当

該退職をした者が占めていた職の職務及び責

任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職

をした者が行つた非違の内容及び程度、当該

非違に至つた経緯、当該非違後における当該

退職をした者の言動、当該非違が公務の遂行

に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に

対する信頼に及ぼす影響を勘案して、当該一

般の退職手当等及び特別職の退職手当の全部

又は一部を支給しないこととする処分を行う

ことができる。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 法第２８条第４項の規定による失職（法

第１６条第１号に該当する場合を除く。）又

⑵ 法第２８条第４項の規定による失職又は

これに準ずる退職をした者 



はこれに準ずる退職をした者 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （高山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 高山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２７年高山市条

例第１６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （職員）  （職員） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号

に規定する家庭的保育者をいう。以下同じ。）

は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県

知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了

した保育士又は保育士と同等以上の知識及び

経験を有すると市長が認める者であって、次

の各号のいずれにも該当する者とする。 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号

に規定する家庭的保育者をいう。以下同じ。）

は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県

知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了

した保育士又は保育士と同等以上の知識及び

経験を有すると市長が認める者であって、次

の各号のいずれにも該当する者とする。 

 ⑴ （略）  ⑴ （略） 

 ⑵ 法第１８条の５各号及び法第３４条の２

０第１項第４号のいずれにも該当しない者 

 ⑵ 法第１８条の５各号及び法第３４条の２

０第１項第３号のいずれにも該当しない者 

３ （略） ３ （略） 

（高山市公営企業職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 高山市公営企業職員の給与に関する条例（昭和３６年高山市条例第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（退職手当） （退職手当） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ 退職手当は、次の各号の一に該当する者に

は支給しない。 

２ 退職手当は、次の各号の一に該当する者に

は支給しない。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の規定によ

る失職（同法第１６条第１号に該当する場

合を除く。）をした者 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の規定によ

る失職をした者 

⑶ （略）  ⑶ （略） 



３～７ （略） ３～７ （略） 

（高山市消防団条例の一部改正） 

第６条 高山市消防団条例（昭和３９年高山市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（欠格条項） （欠格条項） 

第４条 次の各号の一に該当する者は、消防団

員となることができない。 

第４条 次の各号の一に該当する者は、消防団

員となることができない。 

⑴ 成年被後見人又は被保佐人  

⑵ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終

るまでの者又はその執行を受けることがな

くなるまでの者 

⑴ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終

るまでの者又はその執行を受けることがな

くなるまでの者 

⑶・⑷ （略） ⑵・⑶ （略） 

   附 則 

 この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第４条の規定は、公布の日から施行

する。 

 


